
平成３０年度事業計画 
 
 

１ 基本方針 
公益法人として食鳥検査の厳正で的確な実施を図ることを第一義として、検査体

制の充実強化を推進する。また、一般消費者に対しても、食鳥検査等に関する情報

を幅広く提供するなど、広報啓発について努め、食鳥肉に起因する衛生上の危害発

生を防止し、もって公衆衛生の向上及び増進に寄与する。 
 
２ 法人の運営 
（１）会議の開催 

ア 理事会（５月、３月、適時） 
イ 評議員会（５月、３月、適時） 
ウ 監査会及び書面監査（５月、１０月）―公認会計士による会計処理指導― 
エ 役員合同研修会（適時） 

（２）職員食鳥検査技術向上研修会（全国研修会１回、職員研修会２回） 
  

３ 公益事業の実施 
（１）食鳥検査に関する事業 

ア 食鳥検査員の派遣 
食鳥処理の事業の規制及び食鳥検査に関する法律（平成２年法律第７０号、

以下「食鳥検査法」という。）に基づき、各処理場へ食鳥検査員を派遣して食

鳥検査を実施する。 
     ＜派遣対象施設＞ 

米久おいしい鶏株式会社（鳥取事業所） 東伯郡琴浦町中尾８４－１ 
名和食鶏有限会社           西伯郡大山町豊成７９－２ 

     株式会社大山どり           米子市淀江町中間１６－２ 
イ 食鳥検査事業 

      食鳥検査法第２１条の規定に基づき、県知事から委任された食鳥検査の業務

を行う。 
       なお、検査手数料は鳥取県手数料徴収条例（平成１２年３月２８日鳥取県条

例第３７号）第２条第１０９号で定める額に食鳥検査羽数を乗じて得た金額を

徴収する。 
 

食鳥検査対象施設 食鳥検査予定羽数 検査手数料徴収見込額 
米久おいしい鶏株式会社 

（鳥取事業所） 
９，３５５千羽 ３１，３３９千円 

名和食鶏有限会社 ６９４千羽 ２，３２５千円 
株式会社大山どり ８，５８０千羽 ２８，７４３千円 

合   計 １８，６２９千羽 ６２，４０７千円 



（ア） 処理羽数の増加に対応して、検査技術の向上や新しい知識の習得を図るた

め、学術研究会や技術研修会等に検査員を派遣し、最新の知識・技術の研鑚

を積極的に積むなど、検査精度の更なる向上を図る。 
（イ） 平成３０年度中に食品衛生法が改正され、HACCP 法式による衛生管理手

法の導入義務化が進められようとしている中で、導入に向けた準備が進んで

いない食鳥処理場に対して導入・運営等の側面的支援を行う。また、食鳥処

理場内の衛生管理について行政機関と連携しながら、事業者に適切なアドバ

イスが可能となるよう、支援体制を強化する。  
（ウ） 県の衛生及び農林各部署との連絡会議を開催し、生産～処理等における衛

生指導・助言等に必要な情報収集を行う。 
 

（２）広報啓発に関する事業 
    生産段階から食鳥肉の安全確保を図るため、生産者に対して食鳥検査結果情報を

提供するほか、広報紙（「食鳥検査だより第３３号」）を発行し、食鳥処理場及び関

係行政機関等に配布し、食鳥検査の意義と必要性の周知を徹底する。 
ア 公益法人として、消費者に対して食鳥検査を実施することによる食鳥肉の安心安

全性をアピールするため、新聞広告などマスメディアの活用や啓発ポスター、検査

工程のＤＶＤやリーフレットを配布するなど、食鳥検査の意義や効果について機会

を捉えて情報発信を行う。 
イ より多くの一般県民に本協会の業務に対しての理解と協力を得るため、情報発信

の重要なツールとしてインターネットのホームページを活用する。 
 
参考：広報紙「食鳥検査だより第３３号」の発刊 

（ア）発行時期、部数  ６月  ３００部 
（イ）配布先      生産者、処理業者、関係行政機関等 
（ウ）必要経費       ２００千円 

 
 
 
 
 
 


